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Ⅰ　教育学部の教育目的と特徴

　

１　教育学部は、学校教員の養成を目的としている。教育学部規程では、「本学部は、新しい時代の学校教育を担う教員、中でも小学校・中学校・特別支援学校の教員を養成することを主な目的とし、豊かな教養と優れた人格、幅広い実践的な能力を十分に備えた人材を育成する。」と明記してある。

２　本学部では、この目的を達成するため、「教養教育との融合を図りつつ、各専門分野の最新の知見及び技術を修得しうる基礎的能力を育成し、課題に対して主体的かつ継続的に取り組むことのできる人材を養成する」という中期目標を設定している。

３　本学部は、学校教育教員養成課程として、５つの系と13の専攻からなる。すなわち、文化・社会系（国語専攻、社会専攻、英語専攻）、自然・情報系（数学専攻、理科専攻、技術専攻）、芸術・表現系（音楽専攻、美術専攻）、生活・健康系（家政専攻、保健体育専攻）、教育人間科学系（教育専攻、教育心理専攻、障害児教育専攻）である。

４　本学部の教育目的である豊かな教養と優れた人格、幅広い実践的な能力を十分に備えた教員の養成を実現するため、アドミッション・ポリシーの中に、求める学生像として「教職を目指す明確な意志と情熱を有する人」、「児童・生徒の成長に関わることに喜びを感じられる人」、「教職を目指すために必要な基礎学力を有する人」、「周囲とのコミュニケーション能力や協調性を備える人」及び「諸課題の解決に向けて粘り強く努力できる人」を掲げ、そのような視点から入学選抜を実施している。そして、上記の資質を備えた教員を養成するために、群馬県教育委員会との連携の下に１年次から４年次にかけて学部での学修と学校現場での学修を段階的かつ相互連関的に展開できるよう、往還型の新カリキュラムを構築し実施している。

５　本学部では、教養教育科目（33単位以上）と専門教育科目（教科専門科目、教職専門科目、総合的・実践的科目、系共通科目、障害児教育専門科目、教育学・教育心理学専門科目、卒業研究、106単位以上）の履修基準を満たした者に学士（教育学）の学位を授与している。卒業生は、50～60％が教職（正規、非常勤）、15％前後が進学、15％前後が民間企業、５％前後が官公庁という進路をとっている。

６　本学部では、現在、教員に求められる実践的指導力と専門性を向上させるために新カリキュラムと新時間割を実施している。特に教育実習期間における二重履修問題を解消するために、３年次後期を教育実習の学期と位置付け、３年次生を対象とする通常の授業を設定しない画期的な新時間割を平成18年度から前倒しして実施している。また、平成22年度に必修化が予定されている教職実践演習の試行の開始、外国籍の児童生徒への支援（特色GP）や健康づくりの支援（現代GP）と連携した授業の開講など新しい社会的要請に応えることのできる教員を育成するための取組も推進している。これらの取組は、学校現場をはじめとする教育関係者の強い期待に応えるものである。

７　これらの取組により、本学部の教育目的は実現されているが、今後も引き続き学部での授業や教育実習の改善・向上を図っていく。

［想定する関係者とその期待］

本学部が想定する主な関係者は、在学生、卒業生、幼稚園・小・中・高等学校など教育機関とその関係者、園児・児童・生徒とその保護者である。在学生の多くは教員を志望しており、本学部で教員免許を取得し、教員としての専門性の向上と豊かな教員資質の獲得を期待している。本学部の卒業生の多くは実際に小・中学校の教員として活躍しており、本学部から同僚や後輩となる優れた教員が輩出されることを期待している。また、教育諸機関とその関係者からは専門性と実践的指導力のある教員を養成してほしいという強い期待が寄せられている。園児・児童・生徒とその保護者は、豊かな人間性を備えて優れた教員による教育を受けることを願っており、本学部はその願いの実現に大きな責任を負っている。

Ⅱ　分析項目ごとの水準の判断

分析項目Ⅰ　教育の実施体制

(1) 観点ごとの分析

	観点　基本的組織の編成


(観点に係る状況) 

本学部は５つの系、13の専攻から編成されている。各専攻のもとにある講座と教育目的は別紙資料１－１－Ａに示すとおりである。
学生定員と現員は資料１－１－Ｂに示すとおりである。学部全体の充足率毎年110％程度と適正であり、各専攻別の充足率も概ね100～120％の範囲にあり、適正といえる。
資料１－１－Ｂ　教育学部の専攻別の学生定員と現員（５月１日現在）

	　
	平成16年度
	平成17年度
	平成18年度
	平成19年度

	専攻名
	定員
	現員
	充足率
	定員
	現員
	充足率
	定員
	現員
	充足率
	定員
	現員
	充足率

	国語
	 96
	106
	110.4
	 96
	108
	112.5
	 96
	106
	110.4
	 96
	100
	104.2

	社会
	104
	113
	108.7
	104
	121
	116.3
	104
	116
	111.5
	104
	114
	109.6

	英語
	 60
	 63
	105.0
	 60
	 61
	101.7
	 60
	 65
	108.3
	 60
	 69
	115.0

	数学
	100
	105
	105.0
	100
	108
	108.0
	100
	106
	106.0
	100
	105
	105.0

	理科
	104
	109
	104.8
	104
	109
	104.8
	104
	113
	108.7
	104
	108
	103.8

	技術
	 44
	 46
	104.5
	 44
	 45
	102.3
	 44
	 42
	 95.5
	 44
	 44
	100.0

	音楽
	 60
	 66
	110.0
	 60
	 67
	111.7
	 60
	 65
	108.3
	 60
	 65
	108.3

	美術
	 60
	 64
	106.7
	 60
	 63
	105.0
	 60
	 59
	 98.3
	 60
	 58
	 96.7

	家政
	 60
	 65
	108.3
	 60
	 62
	103.3
	 60
	 65
	108.3
	 60
	 64
	106.7

	保健体育
	 80
	 92
	115.0
	 80
	 97
	121.3
	 80
	 94
	117.5
	 80
	 92
	115.0

	教育
	 24
	 34
	141.7
	 24
	 32
	133.3
	 24
	 29
	120.8
	 24
	 29
	120.8

	教育心理
	 20
	 31
	155.0
	 20
	 33
	165.0
	 20
	 31
	155.0
	 20
	 29
	145.0

	障害児教育
	 68
	 78
	114.7
	 68
	 80
	117.6
	 68
	 78
	114.7
	 68
	 76
	111.8

	計
	880
	972
	110.5
	880
	986
	112.0
	880
	969
	110.1
	880
	953
	108.3


専任教員数は資料１－１－Ｃに示すように大学設置基準、課程認定基準を満たし、教員養成系学部として十分な教員組織となっている。教員一人当たり学生数からみても教育課程の遂行に必要な教員を十分に確保している。また、非常勤講師数は、より優れた教員の養成に必要な科目を中心に確実に配置している。

資料１－１－Ｃ

学科等別専任教員数（平成19年５月１日現在）
	学科等
	教授
	准教授
	講師
	助教
	助手
	計
	大学設置基準上

の必要教員数

	学校教育教員養成課程
	52
	35
	4
	0
	0
	91
	61


教育学部専任教員数及び非常勤講師数（平成19年５月１日現在）
	　
	教授
	准教授
	講師
	助教
	助手
	小計
	非常勤

講　師
	計
	学生数
	教員１人当

たり学生数

	教育学部
	52
	35
	4
	0
	0
	91
	49
	140
	953
	6.8


	観点　教育内容、教育方法の改善に向けて取り組む体制


(観点に係る状況)

本学部における教育上の課題は、教授会、将来構想委員会の統括の下、教務委員会、教育実習委員会、評価委員会、カリキュラム委員会及び生活科実施委員会が扱っている。

具体的な取組とその実施状況は資料１－２－Ａに示すとおりである。本学部の特徴として、１～４年にわたる教育実習の体系的カリキュラムを軸にした抜本的なカリキュラム改革を行い、平成18年度入学生から適用したことがあげられる。この改革では、３年次後期を教育実習の学期と位置付け、通常授業を設定しない時間割の導入や学校教育臨床総合センターにおける教育実習指導体制の充実を図った。また、必修科目である「総合演習」の指導法・指導内容についても、教務委員会が中心になって全学生聴講の基調講演を導入するなど、学部一体となって改善の試みを行っている。平成22年度から必修化が予定される「教育実践演習」についても、カリキュラム委員会が中心となって指導法・指導内容を検討し、平成19年度から試行授業を開講している。

資料１－２－Ａ　教育内容、教育方法の改善に向けた取組とそれに基づく改善の状況

	教育上の課題を扱う体制
	統括：教授会、将来構想委員会

教務委員会、教育実習委員会、評価委員会

カリキュラム委員会、生活科実施委員会



	改善に向けた実施体制

と取組
	①　教育実習の充実を図るカリキュラム改革を実施した。

②　平成19年度から必修科目「総合演習」についてその主旨に沿った教育内容の充実を図った。

③　新しく導入予定の教職科目「教育実践演習」の在り方を検討し、試行授業を開始した。

④　平成18年度から日常の授業公開を行っている。

⑤　学生からの授業評価を実施している。

⑥　平成18年度から、学生の評価が高い授業を選定し、特設の授業公開と称する授業公開を実施し、公開後に研究会を開催するなどして、教育内容・教育方法の改善に向けた取組を実施している。

⑦　年に２回、学生と学部長との懇談会を開催し、教育内容、教育方法についても学生から意見を聴取している。

	改善の状況
	①　平成18年度入学生から新しいカリキュラムを適用し、1年生の時期から教育現場を体験することで学習意欲の向上につながっている。

②　必修科目「総合演習」について特色GP、現代GPと連携した授業作りを試み、成果をあげた。

③　平成19年度から４年生を対象に「教育実践演習」の試行授業を開講し、模擬授業などを中心とした実践的指導力の養成を図り、成果をあげた。

④　平成19年度から、原則として学部内の全授業を参観可能とし、教員が相互に参観することによって、自身の教育方法の改善等に役立てている。

⑤　教育学部内の全ての授業に対して、学生から授業評価を行い、評価結果をフィードバックすることにより、教育内容・教育方法の改善に役立てている。

⑥　特設の授業公開とした授業の担当教員を、学部長が顕彰するなどして、啓発を行っている。

⑦　学部長懇談会で出された学生からの要望は委員会等に伝えられ、速やかに検討され、実現に移されてきた。


FD活動としては、原則としてすべての授業を対象に学生による授業評価を実施し、その結果を担当教員にフィードバックすることで授業改善につなげている。また、平成17年度から、日常の授業公開、特設の授業公開として制度整備を行っており、FD講習会と特設の授業公開の実施状況は資料１－２－Ｂに示すとおりであり、

資料１－２－Ｂ　教育学部におけるFDの開催回数・公開授業の主なテーマ

	平成16年
	平成17年
	平成18年
	平成19年

	1
	1
	5
	4

	公開授業の主なテーマ（平成19年度）

	中学校国語科指導法Ⅰ、教育心理学Ａ、英語科教材研究Ⅱ、初等科数学(二)


 (2) 分析項目の水準及びその判断理由
(水準)　期待される水準を上回る。

(判断理由)

本学部では、５系13専攻が設置され、それぞれが系・専攻の特色を生かしつつ、教員養成学部としての学部の教育目的に沿って着実な教育を行っている。すべての専攻において学生定員は常に充足し、社会人学生、外国人留学生を受け入れている専攻もある。また、専任教員数も大学設置基準数を大幅に上回っており、期待される水準を上回っていると判断される。
教育上の課題を扱う組織としては、教授会と将来構想委員会の統括の下、教務委員会、教育実習委員会、評価委員会、カリキュラム委員会及び生活科実施委員会があり、学部の教育目的遂行のために万全の体制を敷いている。特に，平成18年度から学部カリキュラムを改革し、教育実習単位の大幅増、３年次後期を原則として教育実習関連の授業のみにあてること、１年～４年にわたる教育実習関連カリキュラムの体系化、附属学校教育臨床総合センターにおける教育実習指導体制の充実など、教育実習関連カリキュラムの充実を図った。FDについては、学生による授業評価の実施やFD講習会に加えて、学部教員のすべての授業を公開とし、学部教員による公開授業を実施して授業改善研究を行っている。
以上の取組や活動、成果の状況は良好であり、専門性と実践的指導力のある教員の養成に対する社会及び地域の関係者の期待を上回ると判断される。

分析項目Ⅱ　教育内容

(1) 観点ごとの分析

	観点　教育課程の編成


(観点に係る状況)

本学部では、養成する人材像と学問分野・職業分野の特徴を踏まえて教育目標（別紙資料１－１－Ａ）を設定し、教育課程並びに卒業要件を定め、授与する学士（教育学）を定めている。

本学部では、これを踏まえ、各専攻では別紙資料２－１－Ａに示すような教育課程編成の特徴のもと、最低修得単位数を資料２－１－Ｂのように定めている。本学部は５つの系、13専攻から成り、教育・教育心理を除き２つの履修コースを設けている。各専攻とも深い学識と広い教養を身に付けるため、学習原論、総合科目、情報処理、健康科学、外国語及び分野別科目からなる教養教育科目33単位、専門教育科目106単位の合計139単位の修得単位を定めている。教養教育では学部別科目として「こどもと世界」を開設し専門教育への円滑な移行を図っている。専門教育科目は教科専門科目、教職専門科目、総合的・実践的専門科目、系共通科目及び障害児教育専門科目から成り立っている。

教育実習については、カリキュラムを大幅に見直し、平成18年度入学生から１年生の教育現場体験学習、２年生の授業実践基礎学習、各１単位を新たに設定し、３年後期を教育実習の学期とし、４年生における教育実践インターンシップと併せ、４年一貫教育の方針の下に現場における実践的な学習を充実させた。

資料２－１－Ｂ　教養教育科目と専門教育科目の最低修得単位配分

	専攻名
	教養教育
	専門教育
	総単位数
	専攻名
	教養教育
	専門教育
	総単位数

	国語
	33
	106
	139
	美術
	33
	106
	139

	社会
	33
	106
	139
	家政
	33
	106
	139

	英語
	33
	106
	139
	保健体育
	33
	106
	139

	数学
	33
	106
	139
	教育
	33
	106
	139

	理科
	33
	106
	139
	教育心理
	33
	106
	139

	技術
	33
	106
	139
	障害児教育
	33
	106
	139

	音楽
	33
	106
	139
	　
	　
	　
	　


	観点　学生や社会からの要請への対応


(観点に係る状況)

専門性と実践的指導力を備えた教員を養成するという学生と社会からの要請に応えるため、別紙資料２－２－Ａに示したとおり教科専門科目の卒業要件単位数を免許法の規定である小学校教科科目８単位から15単位に、中学校専攻教科科目20単位から30単位に増やし、教科内容の充実を図っている。また、教員養成教育の要となる教育実習についてはその期間を大幅に延長し、１年生から実習を設定し、３年生後期を教育実習期間として実践的指導力を養う学習を充実させている。また、開設授業全てについて、学生による授業評価を行い、授業改善にも積極的に取り組んでいる。教員資質の向上を求める社会的要請に対しても速やかに対応し、平成22年度から必修化が予定されている「教職実践演習」試行授業を開始し、別紙資料２－２－Ｂに示したとおり、大きな教育効果を上げている。

社会的要請への対応としては、資料２－２－Ｃに示す特色GP及び現代GPが採択され、「多文化共生教育実践インターンシップ演習」など特色ある授業を開講して、その成果を教育に活かしている。また、学生からの要請に応えるために、教養科目の必修科目「情報処理入門」受講後に、教員としての情報処理技能の向上を目指して情報処理関係科目の充実を図ってきた。さらに、子供会や附属幼稚園・小中学校などで子どもと直接ふれ合う活動を中心とした授業を開講し、単位として認定している。また、一部の教科では、高等学校での未履修者を対象に入門教育を実施している。

資料２－２－Ｃ　学生のニーズ、社会からの要請等に応じた教育課程の編成

	教育課程上の取組
	概　　　要

	特色GP

「多文化共生社会の構築に貢献する人材の育成」
	日本語を母国語としない外国籍の住民の増加に伴い、様々な言語や文化を持つ人々と共に生きる地域づくりは、現代社会の大きな課題のひとつとなっている。そうした多文化地域で活躍できる、「共生マインド」をもったプロフェッショナルの育成を目指す「多文化共生社会の構築に貢献する人材の育成」が特色GPとして採択され、「多文化共生教育実践インターンシップ演習」等の授業に活かされている。

	現代GP

「地域密着型健康づくりプランナーの育成」
	少子高齢化問題を抱える自治体の多くが「住民の健康づくり」を地域活性化課題のひとつとしている。
地域の健康づくりに関する実態を把握し、課題を分析、解決する人材、行政区分、専門領域の健康プログラムを「健康スポーツに総合化」する人材等の育成を行うことを目指す「地域密着型健康づくりプランナーの育成」が現代GPとして採択され、「楽しいスポーツ指導実践」などの授業に活かされている。

	教職実践演習の試行
	カリキュラム委員会が中心となって平成22年度から必修化が予定されている４年生科目教職実践演習の授業方法と授業内容を検討し、試行授業を開始した。授業評価の結果によれば大きな成果が確認でき、平成20年度以降も継続することになった。

	情報処理技能の向上
	教養科目「情報処理入門」受講後に、教員として必要な情報処理技能を高めるための選択科目として「コンピュータ教材制作論」「コンピュータ統計」「計算機工学」の授業を開講している。

	子どもとふれ合う授業
	教育実習とは別に、子どもとも直接ふれ合うことのできる授業として「子ども会等ボランティア体験」「附属小・中・幼での体験」を開講している。

	入門教育
	一部の教科において、高等学校での未履修者を対象に入門教育を実施している。


さらに、本学部では、科目等履修生などの入学を許可しており、在学状況は資料２－２－Ｄに示すとおりである。

資料２－２－Ｄ　科目等履修生の在学状況

	
	説明
	平成16年
	平成17年
	平成18年
	平成19年

	研究生
	特定の専門事項について研究することを願い出る者
	11(3)
	7(3)
	6(2)
	6(4)

	聴講生
	授業科目の中から１又は複数の科目の聴講を願い出る者
	 3
	 0
	 0
	 1

	特別聴講生
	他大学等又は外国の大学等の学生で本学において授業科目を履修することを志願する者
	11
	14
	12
	14

	科目等履修生
	本学の学生以外の者で本学が開設する授業科目から１又は複数の科目の履修を願い出る者
	 5
	 7
	 4
	 2


※　(　)内は、日本語、日本文化研修留学生数で内数

 (2) 分析項目の水準及びその判断理由
(水準)　期待される水準を上回る。

(判断理由)

本学部では、４年一貫教育の方針の下、１年生では教養教育と共に学部の基礎教育を実施し、教養教育から専門教育への移行を円滑に行える体制を整えている。専門教育では、高い専門性を備えた教員を養成するために、平成17年度より教科専門の卒業要件単位数を免許法の規定である小学校教科科目８単位から15単位に、中学校専攻教科科目20単位から30単位に増やして教科内容の学習の充実を図り、また実践的指導力養成のために教育実習カリキュラムを大胆に改革し、実行に移してきた。平成22年度から導入される予定の教職実践演習を平成19年度より試行し、新しい社会的要請にもいち早く対応している。

また、本学部独自の取組として、特色GPと現代GPの成果を学部教育に活かし、社会的要請に応えた授業を開講するとともに、さらに、情報教育や子どもと直接ふれ合う機会を求める学生からのニーズに応えるため、特色のある授業科目も数多く開講してきた。

以上の取組や活動、成果の状況は良好であり、専門性と実践的指導力のある教員の養成に対する社会及び地域の関係者の期待を上回ると判断される。

分析項目Ⅲ　教育方法

(1) 観点ごとの分析

	観点　授業形態の組合せと学習指導法の工夫


(観点に係る状況)

本学部では、別紙資料２−２−Ａに示す履修方法により、授業形態上の特色を重視しながら、講義、少人数セミナー、演習、実験、実習などの授業科目を、資料３−１−Ａに示すような組合せ・バランスを考慮して開講している。また、講義科目の中で受講生の多い必修の教職科目については３クラスを開講し、学年指定・専攻指定により１クラスの受講生が最大でも80人程度になるよう配慮している。

資料３－１－Ａ　教育学部教育科目の授業形態別開講数（平成19年度実績）

	講義
	演習
	実験
	実習

	494
	155
	15
	52


担当授業科目に関しては、教授・准教授は主要授業科目を含めた全ての科目を、講師・非常勤講師は主要授業科目以外の科目を担当している。

本学部では、資料３−１−Ｂに記載された形式によるシラバスを大学のHP上で公開している(http://syllabus.jimu.gunma-u.ac.jp/customer/index.jsp)。また、各学年のオリエンテーション、あるいは、各授業でシラバスの活用に関する指導をしている。

資料３－１－Ｂ　シラバスの共通記載項目

	基準掲載項目
	記載例等

	キーワード
	環境、気候、風土、生活、建築、住宅、地域

	授業の目標および期待される

学習効果
	気候風土をはじめとした環境と住まいとの関係を

理解する。

	授業の概要
	地域固有の自然・社会・精神的風土等とのかかわり
から生活空間の構成原理について学ぶ。
住居に関する専門書を輪読する。

	授業内容のレベル
	初級～中級

	履修資格
	「住居学概論」を履修していることが望ましい。

	この授業の基礎となる科目
	住居学概論、住居・製図実習

	次に履修が望まれる科目
	住環境デザイン実習

	関連授業科目
	住居学概論、住居・製図実習、住環境デザイン実習

	テキスト／参考書
	布野修司編「世界住居誌」昭和堂
田中麻里「タイの住まい」圓津貴屋

	授業の形式
	演習形式

	評価
	レジュメ発表　３０％
課題についての提出レポート７０％

	オフィスアワー
	水曜日　１１：００～１２：００

	授業の展開
	  １－３　  住まいの多様性
  ４－６　  東アジア、東南アジア、南アジアの住まい
  ７－８　  タイの住まい
  ９－１１　西アジア、ヨーロッパ、アフリカの住まい

１２－１５　北アメリカ、ラテンアメリカ、オセアニアの住まい


本学部において、少人数によるゼミ、教育現場との共同研究などの研究指導上の多様な工夫がなされた研究指導が日常的に行われている。

	観点　主体的な学習を促す取組


 (観点に係る状況) 

本学部では、学生の自主的な学習を促し、授業時間外の学習時間を確保するため、各授業において適切な量の課題及び図書館における学習資料の確保を務めている。また、シラバスにおいても、テキスト／参考書を記載するとともに、オフィスアワーや電子メールなどによる授業内容に関する質問・相談についての対応方法を開示している。

履修指導は、資料３−２−Ａに示すように、１年生には学園生活、教養教育及び専門教育について、２年生から４年生には履修登録の手続き方法、その他諸注意連絡等に配慮して実施される。

資料３－２－Ａ　履修ガイダンスの実施状況

	　
	実施時期
	実施対象者
	実　施　内　容

	全　　学
	４月
	１年
	学園生活について、教養教育について、専門教育について、他

	教育学部
	４月、９月
	２年
	履修登録の手続き方法について、その他諸注意連絡

	
	４月、９月
	３年
	履修登録の手続き方法について、その他諸注意連絡

	
	４月、９月
	４年
	履修登録の手続き方法について、その他諸注意連絡


平成16年度よりGPA制度を導入し、成績優秀な学生の顕彰制度を導入することにより、学生の学習意欲を高めている。

学生の自主的な学習を支援するため、資料３−２−Ｂに示すように、自習室に関しては８室開放しており、自由に利用可能となっている。講義室も許可制により夜８時まで自習等に利用可能となっており、また、情報機器室に関しては、パソコン室を開放しており、20台のパソコンを自由に利用可能となっている。時間によってS.A（Student Assistant）がつき、質問や相談をすることができる、などの体制を整えている。

資料３－２－Ｂ　自習室・情報機器室の整備状況

	
	自習室
	情報機器室

	教育学部
	・　自習室を８室開放しており、自由に利用可能となっている。

・　講義室も許可制により夜８時まで自習等に利用可能となっている。
	・　パソコン室を開放しており、20台のパソコンを自由に利用可能となっている。時間によってS.A（Student Assistant）がつき、質問や相談をすることができる。


(2) 分析項目の水準及びその判断理由
(水準)　期待される水準にある。
(判断理由)

本学部の教育目的を達成するために、教科専門科目、教職専門科目、総合的・実践的専門科目、系共通科目などのように、講義、演習、実験、実習などの授業形態がバランス良く組み合わされており、それぞれの教育内容に応じて、１年次からの専門教育の導入、履修時期及び履修人数の適正化などの適切な学習指導法の工夫がなされている。また、教育課程の編成の趣旨に沿って適切なシラバスが作成され、活用されている。研究指導方法や研究指導に関しては、少人数化を図るなどの取組が適切に行われている。なお、教育方法に関する具体的な改善に関しては、常設されているカリキュラム委員会で、継続的に具体的な改革案が検討されている。

学生の主体的な学習を促すため、総合演習科目など、自らの課題を明確にし、その課題の解決に取り組む授業を展開し、学習した事柄に関する学生主体の発表会などの取組が行われている。また、科目毎に標準履修年次を提示すること、４月には各学年・専攻毎に履修指導を行うなどの単位の実質化への配慮がなされている。

以上の取組や活動、成果の状況は良好であり、専門性と実践的指導力のある教員の養成に対する社会及び地域の関係者の期待に応えていると判断される。

分析項目Ⅳ　学業の成果

(1) 観点ごとの分析

	観点　学生が身に付けた学力や資質・能力


(観点に係る状況)

単位取得率は、平成16年度から19年度の全年度で１年次では93％以上、２年次では89％以上、３年次では84％以上、４年次では75％以上である（資料４－１－Ａ）。留年率は、平成18年度までは４～５％であるが、平成19年度は３％台になっている（資料４－１－Ｂ）。修業年限での卒業率は、90.5～95.1％である（資料４－１－Ｃ）。学位授与状況は、卒業者数と同数である（資料４－１－Ｄ）。また、卒業時の教育職員免許状の取得状況は、平成16年度～19年度全ての年度で、一人当たり平均３種である（資料４－１－Ｅ）。

資料４－１－Ａ　単位取得状況

	
	平成16年度
	平成17年度
	平成18年度
	平成19年度

	
	履修登録者数
	単位取得者数
	単　位

取得率
	履修登録者数
	単位取得者数
	単　位

取得率
	履修登録者数
	単位取得者数
	単　位

取得率
	履修登録者数
	単位取得者数
	単　位

取得率

	１年
	 7,311
	 6,865
	93.9
	 7,319
	 6,891
	94.2
	 7,398
	 7,178
	97.0
	 7,592
	 7,304
	96.2

	２年
	 8,295
	 7,460
	89.9
	 8,147
	 7,364
	90.4
	 7,715
	 7,281
	94.4
	 7,831
	 7,479
	95.5

	３年
	 6,028
	 5,154
	85.5
	 6,137
	 5,161
	84.1
	 5,854
	 5,010
	85.6
	 6,063
	 5,510
	90.9

	４年
	 3,054
	 2,324
	76.1
	 3,037
	 2,319
	76.4
	 3,195
	 2,414
	75.6
	 2,623
	 2,095
	79.9

	計
	24,688
	21,803
	88.3
	24,640
	21,735
	88.2
	24,162
	21,883
	90.6
	24,109
	22,388
	92.9


資料４－１－Ｂ　留年・休学状況（５月１日現在）

	
	平成16年度
	平成17年度
	平成18年度
	平成19年度

	留年者数
	(留年率)
	44
	(4.5)
	49
	(5.0)
	40
	(4.1)
	36
	(3.8)

	休学者数
	(休学率)
	15
	(1.5)
	11
	(1.1)
	15
	(1.5)
	11
	(1.2)


資料４－１－Ｃ　卒業者の修業年別人数

	
	教育学部

	
	平成16年度
	平成17年度
	平成18年度
	平成19年度

	４　年
	207 (94.1%)
	210 (90.5%)
	213 (92.2%)
	213(95.1%)

	５　年
	8 ( 3.6%)
	13 ( 5.6%)
	12 ( 5.2%)
	7 ( 3.1%)

	６　年
	2 ( 0.9%)
	4 ( 1.7%)
	4 ( 1.7%)
	2 ( 0.9%)

	７　年
	1 ( 0.5%)
	3 ( 1.3%)
	1 ( 0.4%)
	0 ( 0.0%)

	８　年
	2 ( 0.9%)
	2 ( 0.9%)
	0 ( 0.0%)
	2 ( 0.9%)

	その他
	0 ( 0.0%)
	0 ( 0.0%)
	1 ( 0.4%)
	0 ( 0.0%)

	計
	220
	232
	231
	224


※ （　）内は、卒業者の割合で、単位は％

資料４－１－Ｄ　学位授与状況

	
	平成16年度
	平成17年度
	平成18年度
	平成19年度

	学士（教育学）
	220
	232
	231
	224　


資料４－１－Ｅ　教育職員免許状取得者数

	種　　類
	平成16年度
	平成17年度
	平成18年度
	平成19年度

	幼稚園一種
	 67
	 54
	 75
	 69

	幼稚園二種
	 18
	 15
	  6
	  3

	小学校一種
	192
	208
	196
	205

	小学校二種
	 27
	 21
	 27
	 17

	中学校一種
	192
	199
	206
	198

	中学校二種
	 23
	 28
	 20
	 26

	高等学校一種
	178
	160
	187
	188

	合　　計
	697(3.2)
	685(3.0)
	717(3.1)
	706(3.2)


※ （　）内は、卒業者の教員免許状取得平均数

	観点　学業の成果に関する学生の評価


(観点に係る状況)

在学生（３年生）、卒業予定者（４年生以上）及び過去３年度間に教職に就いた卒業生を対象に教育学部の教育に関する現況調査を実施し、その結果を学部ＨＰに公表した（http://www.edu.gunma-u.ac.jp/cms/topics/kiji28/）。大学で身に付けるべき教員の基本的資質と考えられる15項目について、大学の授業や教育実習などによる到達度の自己評価を５段階評定で求めた結果では、資料４－２－Ａに示すとおり３（おおむね満足できる水準にある）以上の自己評価をした者の割合が50％以上であった項目は、３年生が14項目、卒業予定者が全ての項目、卒業生が12項目であった。特に、教育・教育心理や教科内容・教科教育法に関する項目では、７割近い評価を受けている。

また、大学の授業や教育実習などの教育学部の教育の現況について５段階で評定を求めた結果では、資料４－２－Ｂに示すとおり「教育のための施設・設備」以外の項目において評価３（おおむね満足できる水準にある）以上の評定をした者の割合は、59～88％の範囲であり、総合評価では３年生76％、卒業予定者80％。卒業生79％である。

資料４－２－Ａ　到達度自己評価　評価３以上の選択者の割合　(単位：％)

	　
	項　　　　　目
	３年生
	卒業予定者
	卒業生

	 1
	教育の意義や歴史、教員の社会的役割や使命
	61.4
	68.9
	70.6

	 2
	教育の制度、学校の仕組み、教師の服務規程など
	58.6
	64.2
	63.2

	 3
	学校の校務分掌や教員の具体的な職務内容など
	49.5
	56.3
	39.7

	 4
	小学校教科の学習指導に関する基本的事項
	69.0
	72.8
	67.6

	 5
	中学校の教科に関する専門的知識
	73.3
	68.9
	75.0

	 6
	授業のすすめ方に関する基本的事項
	64.3
	68.2
	66.2

	 7
	教科の実践的指導に関する知識・技能
	66.2
	70.9
	72.1

	 8
	教科以外の指導のあり方
	51.9
	55.6
	47.1

	 9
	子どもの成長・発達についての知識
	70.0
	72.8
	76.5

	10
	カウンセリングや教育相談に関する基礎知識
	55.2
	60.3
	66.2

	11
	児童・生徒との良好な人間関係の築き方
	59.0
	62.3
	55.9

	12
	一人一人の子どもの個性を理解しようとする態度
	68.6
	73.5
	72.1

	13
	児童・生徒の立場に立った生徒指導のあり方
	65.2
	68.2
	61.8

	14
	学習指導要領と各学年の教育課程の編成に関する基本的事項
	56.2
	53.0
	52.9

	15
	学級づくりや集団指導のあり方
	53.3
	52.3
	41.2


資料４－２－Ｂ　教育学部の評価　評価３以上の選択者の割合　(単位：％)
	
	項　　目
	３年生
	卒業予定者
	卒業生

	1
	教員・スタッフ
	70.4
	74.8
	75.0

	2
	教育のための施設・設備
	49.1
	46.4
	45.5

	3
	授業編成や教育課程
	59.5
	72.2
	63.2

	4
	教育実習等の現場実習
	88.1
	85.4
	79.4

	5
	総合評価
	76.6
	80.1
	79.4


平成18年度前後期の授業評価アンケートの主要な結果は、資料４－２－Ｃに示すとおりである。授業の総合評価では90％以上の学生が「優れている」又は「やや優れている」と評価していた。また、教育成果についての結果は、全体集計のため選択率の低い項目もあるが、授業の目標に照らして集計すると教職科目では「教師になった時に役立つことが学べた」、演習の授業では「興味・関心が高まった」、実験実習の授業では「技能・実践能力が身に付いた」が、60％以上の選択率となっており、それぞれの授業の目標に沿った成果が得られている。

資料４－２－Ｃ　平成18年度授業評価アンケート結果

	項　　目
	選択肢
	選択％

	授業態度自己評価

（４段階評価）
	１．良い
	41.3

	
	２．やや良い
	45.2

	
	３．あまり良くない
	12.0

	
	４．良くない
	1.1

	授業の総合評価

（４段階評価）
	１．優れている
	45.2

	
	２．やや優れている
	45.9

	
	３．やや劣っている
	 7.2

	
	４．劣っている
	1.1

	教育成果（自由選択）
	１．教養知識が深まった
	63.2

	
	２．視野が広がった
	43.9

	
	３．教師になった時に役立つことが学べた
	46.0

	
	４．興味・関心が高まった
	45.6

	
	５．技能・実践的能力が身に付いた
	26.6

	
	６．考える力や問題解決能力が身に付いた
	24.3


(2) 分析項目の水準及びその判断理由
(水準)　期待される水準を上回る。
(判断理由)

全ての年度において、在学中の学生全体の単位取得率は88％を超えている。留年者の数も減少傾向にあり、かつ、修業年限での卒業率も全年度で90％以上である。さらに、卒業要件となっている教員免許状はもちろんのこと、それ以外の教員免許状などの資格取得者も多く、一人あたり平均３種の教員免許状を取得して卒業しており、教育の成果や効果については期待される水準を上回っていると判断される。

在学生に対する到達度自己評価に関するアンケート結果では、大学で身に付けるべき教員の基礎的資質と考えられる15項目のほとんどで３以上の評価をした者の割合が50％を越えており、教育効果を自覚している者が多い。また、授業や教育実習などの教育学部での教育の現況についての満足度の総合評価でも、高い評価が得られている。このような在学生からの評価結果から、本学部での教育成果・効果は十分に高いと判断できる。さらに、卒業生からの回答においても、到達度自己評価において15項目中12項目で、３以上の評価をした者が50％を越えており、教育学部の意図する教育の成果や効果は十分に高いと判断できる。

また、授業評価アンケート結果でも、授業に対して非常に高い評価を受けているだけでなく、それぞれの授業の目標が十分に達成されていることが確かめられており、成果を上げている。

以上の取組や活動、成果の状況は良好であり、専門性と実践的指導力のある教員の養成に対する社会及び地域の関係者の期待を上回ると判断される。

分析項目Ⅴ　進路・就職の状況

(1) 観点ごとの分析

	観点　卒業(修了)後の進路の状況


(観点に係る状況) 

過去４年間における本学部における卒業後の進路状況は、資料５－１－Ａに示すとおりである。また、就職者に関する卒業後の就職状況を産業別、職業別に整理すると、資料５－１－Ｂに示すとおりである。本学部の卒業者の主な進学先・就職先を資料５－１－Ｃに示す。

資料５－１－Ａ　卒業後の進路状況

	
	平成16年度
	平成17年度
	平成18年度
	平成19年度

	
	男
	女
	計
	男
	女
	計
	男
	女
	計
	男
	女
	計

	大学院研究科
	10
	 15
	 25
	10
	 21
	 31
	 19
	 21
	 40
	18
	 11
	 29

	専攻科
	 0
	  6
	  6
	 3
	  3
	  6
	  6
	  6
	 12
	 3
	  8
	 11

	就職者
	75
	110
	185
	65
	104
	169
	 70
	 87
	157
	67
	100
	167

	専修学校等
	 1
	  1
	  2
	 1
	  1
	  2
	  1
	  2
	  3
	 1
	  2
	  3

	その他
	 0
	  2
	  2
	 8
	 16
	 24
	 10
	  9
	 19
	10
	  9
	 19

	計
	86
	134
	220
	87
	145
	232
	106
	125
	231
	99
	130
	229


資料５－１－Ｂ　卒業後の進路状況

（産業別）

	産業別
	平成16年度
	平成17年度
	平成18年度
	平成19年度

	農業・林業
	  0
	  1
	  2
	  1

	製造業
	  1
	  6
	  3
	  1

	電気・ガス・熱供給・水道業
	  0
	  0
	  1
	  1

	情報通信業
	  1
	  4
	  3
	  4

	運輸業
	  0
	  0
	  1
	  2

	卸売・小売業
	  5
	  6
	  5
	  5

	金融・保険業
	  2
	 10
	  9
	  8

	飲食店・宿泊業
	  1
	  1
	  0
	  1

	医療・福祉
	  2
	  1
	  4
	  2

	教育・学習支援業
	127
	114
	111
	125

	生活関連サービス業、娯楽業
	  0
	  1
	  0
	  3

	その他のサービス業
	  7
	  8
	  4
	  1

	公務
	 12
	 12
	 13
	 13

	その他
	 27
	  5
	  1
	  0

	計
	185
	169
	157
	167


（職業別）
	職業別
	平成16年度
	平成17年度
	平成18年度
	平成19年度

	専門的・

技術的

職  業

従事者
	機械・電気技術者
	  0
	  0
	  1
	  0

	
	情報処理技術者
	  3
	  0
	  3
	  1

	
	その他の技術者
	  0
	  1
	  3
	  3

	
	教員（幼稚園）
	  6
	  4
	  4
	  3

	
	教員（小学校）
	 58
	 57
	 58
	 73

	
	教員（中学校）
	 41
	 22
	 30
	 30

	
	教員（高等学校）
	  7
	 15
	  7
	  8

	
	教員（特別支援学校）
	  8
	  5
	  5
	  6

	
	教員（その他）
	  2
	  1
	  1
	  0

	
	その他の保健医療従事者
	  0
	  0
	  2
	  0

	
	美術・写真・デザイナー・音楽・舞台
	  0
	  1
	  0
	  1

	
	その他
	  5
	 12
	 11
	  6

	管理的職業
	  1
	  2
	  0
	

	事務従事者
	 15
	 33
	 28
	 26

	販売従事者
	  5
	  3
	  0
	  4

	サービス職業
	  3
	  5
	  0
	  1

	保安職業
	  3
	  5
	  4
	  3

	農林・漁業作業者
	  0
	  0
	  0
	  1

	生産工程・労務作業者
	  1
	  0
	  0
	  0

	その他
	 27
	  3
	  0
	  1

	計
	185
	169
	157
	167


資料５－１－Ｃ　主な進学先・就職先
	進学
	群馬大学大学院
	就職
	群馬県教育委員会

	
	筑波大学大学院
	
	群馬県警察

	
	横浜国立大学大学院
	
	埼玉県警察

	
	上越教育大学大学院
	
	前橋市役所

	
	東京大学大学院
	
	警視庁

	
	京都大学大学院
	
	群馬銀行

	
	千葉大学大学院
	
	三井住友銀行

	
	東京学芸大学大学院
	
	上毛新聞

	
	埼玉大学大学院
	
	日本生命保険相互会社

	
	早稲田大学大学院
	
	東京海上日動火災保険（株）


	観点　関係者からの評価


(観点に係る状況)

平成19年度に卒業生を対象としたアンケートを実施し、その結果を学部ＨＰ上に公開した（http://www.edu.gunma-u.ac.jp/cms/topics/kiji28/）。学業到達度に関する評価結果は前掲資料４－２－Ａと前掲資料４－２－Ｂに示すとおりである。大学で身に付けるべき教員の基本的資質と考えられる15項目のうち５項目で３（おおむね満足できる水準にある）以上の自己評価をした者の割合が７割を超えており、３項目で５割以下であった。また、満足度に関する結果でも、総合評価として３（おおむね満足できる水準にある）以上の評価をした者が約８割に昇り、高く評価されている。

卒業生の多くが群馬県公立小・中学校の教員になっているため、就職指導を担当する学生支援委員会が中心となって資料５－２－Ａに示す教育委員会や教育事務所の人事担当者を対象に毎年１度の訪問調査を実施し、意見聴取の機会を設けている。本学部卒業生については、そのほとんどが複数の教員免許を取得していること、教育実習などを通じて基本的な資質が身に付いていることなどが高く評価されている。同時に、地域からの要望の把握にも努め、学部教育の改善と地域貢献の拡大を図ってきた。

また、群馬県教育委員会との連携による共同研究（教育改革・群馬プロジェクトなど）を通じた教員の交流やそれに関する協議会、また、教育実習を通じた学校現場との連携・交流や連絡協議会（年２回開催）における情報交換、討議の中で、教育委員会の関係者や教育現場の教員から卒業生の教育現場における職務への意欲や指導力が高く評価されている。

資料５－２－Ａ　訪問調査先と要望・意見
	訪問先
	群馬県教育委員会
	主要な意見や

要望など


	・卒業生の多くが小・中学校の免許を持っており、活躍の場が多い。

・群馬大学の卒業生は基本的な訓練がされているので安心である・

・保護者と対応することが求められる機会が増えたことから、保護者とコミュニケーションするスキルを身に付けて欲しい。

・年度途中での非常勤採用について、大学のサポートを求めたい。

	
	群馬県中部教育事務所
	
	

	
	群馬県西部教育事務所
	
	

	
	群馬県東部教育事務所
	
	

	
	群馬県利根教育事務所
	
	

	
	群馬県吾妻教育事務所
	
	

	
	前橋市教育委員会
	
	

	
	高崎市教育委員会
	
	

	
	桐生市教育委員会
	
	

	
	伊勢崎市教育委員会
	
	


 (2) 分析項目の水準及びその判断理由
(水準)　期待される水準にある。
(判断理由)

本学部では、学校教育で実践的に活躍できる人材を育成するという学部目標のもと、教員就職率60％と学部卒業者による群馬県の義務教育学校教員採用者占有率50％達成を目標として設定し、進路指導に取り組んできた。その結果、過去４年間における学部卒業後の進路状況において、約５割の卒業生が教職に就き、進学者を除く就職希望者の中では目標の60％を達成している。また進学者の多くは進学先として教育学研究科を選んでおり、本学部での教育成果や効果があがっていると判断される。

教職に就いた卒業生を対象としたアンケート調査の結果によれば、学部での学業達成度評価や教育への満足度の点で高く評価されている。また、教育事務所や教育委員会からの意見や要望を見ても、本学の卒業生に対する期待は大きく、群馬県の教育界で本学部の貢献は高く評価されている。
以上の取組や活動、成果の状況は良好であり、専門性と実践的指導力のある教員の養成に対する社会及び地域の関係者の期待に応えていると判断される。

Ⅲ　質の向上度の判断

①　事例１「教科内容についての専門性を向上させる取組」（分析項目Ⅱ・Ⅳ）

（質の向上があったと判断する取組）

平成11年度入学生から適用されてきたカリキュラムでは、教育職員免許法及び同施行規則の改正に則った卒業要件単位数を定めていたが、教科内容に関する専門的知識・技術が以前と比べて不十分であるとの問題が指摘されていた。そこで高い専門性を身に付けた教員養成を目指す観点からカリキュラム委員会が見直し作業を行い、平成17年度入学生から教科内容に関する専門科目の履修基準を５割引き上げることとした。これにより別紙資料２－２－Ａに示すように卒業要件単位数は小学校教科科目15単位に、中学校専攻教科科目30単位となった。

その結果、前掲資料４－２－Ａに示すとおり、在学生・卒業予定者の到達度自己評価の中で「小学校教科の学習指導に関する基本的事項」、「中学校の教科に関する専門的知識」、「授業のすすめ方に関する基本的事項」、「教科の実践的指導に関する知識・技能」に対しては３以上の評価をした者が約７割にも昇り、教育の成果と効果の向上が確かめられた。

したがって、カリキュラムの見直しにより、教科内容に関する教育水準は大きく改善した。

②　事例２「教育実習改革への取組」（分析項目Ⅰ・Ⅱ・Ⅳ）

　　（質の向上があったと判断する取組）

　平成11年度入学生から適用されてきたカリキュラムについては、１年次からの観察実習が不十分であること、教育実習の期間が短く実習生・実習校の双方に負担が大きいなどの問題が指摘されていた。また、従来、教育実習は３年次前期・後期に各３週間実施してきたが、この期間中にも３年生を対象とする学部の授業が進行し、いわゆる二重履修の問題を解決できないでいた。これらの問題の解決を図るため、カリキュラム委員会が教育実習の在り方について根本的な見直し作業を行った。その結果、平成18年度入学生から１年次「教育現場体験学習」（１単位）、２年次「授業実践基礎学習」（１単位）、３年次「教育実習事前事後研究」（１単位）及び「教育実習」（以前よりも２単位増の８単位、附属学校及び附属に準ずる特別協力校で５週間、一般の公立学校で３週間）とした（大学－学校現場往還型カリキュラムの実現）。さらに、平成18年度から、４年次の選択科目（１単位）として、「教育実践インターンシップ」を設定した。また、これに伴い、後期に３年生を対象とする授業は開講しないよう学部全体に係わる新時間割を作成し、平成18年度から前倒しして実施した。

その結果、教育実習期間の二重履修が解消したことで、３年次前期までの専門科目の学修が充実した。また、教育実習を３年後期に２回集中して実施するという教育方法の改善により専門的知識と実践的指導力をこれまで以上に修得できるようになった。

したがって、教育実習の改革により講義・演習・実験・実習などの教育方法のバランスが改善され、段階を追って専門性と実践的指導力を身に付けさせる点で大きく改善している。

③　事例３「教職実践演習試行の取組」（分析項目Ⅱ）

（質の向上があったと判断する取組）

「教職実践演習」は中央教育審議会報告の中で教員の資質向上策のひとつとして盛り込まれ、平成22年度からの必修化が予定されている新しい科目である。本学部ではそれに先立ち、学部教育の中で培われた教員としての専門性と実践的指導力の確認と仕上げという科目設置の主旨を踏まえ、平成19年度後期からカリキュラム委員会が中心になって試行授業に取り組んできた。

その結果、参加した４年生と教員チーム相互の創意工夫により、教職実践演習のあり方を具体的に検討することができ、平成20年度に試行される教職実践演習の改善に反映された。また、この試行を継続することで新カリキュラムによる学部教育の成果と効果を検証し、その課題を明らかにすることにもつながると期待される。

したがって、教員資質の向上を目指して必修化が予定されている教職実践演習を試行することで、学部における教員養成の改善の取組が継続的に図られている。

④　事例４「特色GPと現代GPを活かした教育内容の充実のための取組」（分析項目Ⅱ）

（質の向上があったと判断する取組）

　本学部では特色GPと現代GPで各１件の採択を受けている。いずれもその一環として地域の課題、現代の課題に対して指導的役割を果たす人材の育成を目指しており、本学部の教育内容に組み込まれている。

まず、特色GP「多文化共生社会の構築に貢献する人材の育成」の一環として、多文化共生マインドの育成を目標として、外国籍児童生徒への教育実践に関する「多文化共生教育実践インターンシップ演習」など複数の授業が開設されている。その教育成果・効果は地域貢献などの具体的活動や、成果発表会の中で示されている。

また、現代GP「地域密着型健康づくりプランナーの育成」は地域の健康づくりに関する実態を把握し、課題を分析、解決する人材、行政区分、専門領域の健康プログラムを「健康スポーツに総合化」する人材の育成を目指すもので、その一環として「楽しいスポーツ指導実践」の授業が開設され、地域と密着した教育活動を展開している。

したがって、採択された特色GPと現代GPによって、本学部の教員養成教育の内容は改善、向上している。

⑤　事例５「進路・就職状況を改善する取組」（分析項目Ⅴ）

（質の向上があったと判断する取組）

学部の学生が大学院に進学することを促進するために、学部学生を対照とした大学院の授業の公開や、３年生を対象とした大学院説明会の開催に取組んできた。その結果、学部卒業生の中で大学院に進学する者の比率は、平成16年度の11.4％から18年度の17.3％へと増加している（前掲資料５－１－Ａ）。また、教員就職を促すために、学生支援委員会が中心となって次のような対策を講じてきた。

・　低学年への進路指導の充実を図るために、１年生の教職必修科目である「教師論」において就職ガイダンスを実施している。

・　３年生を対象に就職ガイダンスを３回（４月の就職オリエンテーション、10月の就職活動を始めるに当たってのガイダンス、11月の教員採用試験合格者体験発表会）開催する。これには毎回約100名の学生が参加している。
・　学生支援室に教員採用試験に関する情報コーナーを設置し、情報を提供する。また、外部キャリアカウンセラーによる個別指導や進路相談に応じられる体制を整えている。
・　教員採用試験対策講座を４回（12月：３年生対象の教員採用試験受験ガイダンス、２月：３年生対象の一次試験対策講座：教職・一般教養・小学校指導法、５月：４年生対象の一次試験対策講座・小学校指導法講座、８月：一次試験合格者対象の二次試験対策講座：集団討論、個人面接、実技試験対策など）開催する。これには毎回100名前後の学生が参加している。

このような取組の結果、就職者の中で教職に就いた者の比率は、平成16年度の65.9％から平成19年度の71.9％へと増加している（前掲資料５－１－Ｂ）。

したがって、進路・就職状況を改善する取組は、相応の成果を挙げていると考えられる。
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